
  

付 注
付注-1    「二次的効果を考慮した輸出に対する生産誘発依存度」について(第
1-(1)-2図)

1 消費を内生化した生産誘発額の推計

通常の生産誘発額をY=〔I-(1-M)A〕1Xとすると,消費を内生化した生産誘発額はY′＝〔I-(I-
M)(A+csy)〕1Xと表すことができる。

Y,Y′：生産誘発額(産出額ベース) 

X：輸出額 

A：投入係数行列 

M：国内需要に対する輸入係数(対角行列) 

C：1単位の所得増加による消費の増加分(消費性向関数より推計,0.3981) 

s：各産業に対する消費需要の比率(ベクトル) 

y：雇用者所得及び営業余剰の産出額に対する割合(ベクトル) 

2 投資増加による生産誘発額の推計

以下の手順によって推計した。

(1)経済企画庁「民間企業資本ストック」より,5年ごとの産業別民間企業資本ストック額を得る。 Ki
(i：産業) 

(2)(1)に輸出の生産誘発依存度を乗じて,輸出関連の資本ストックを算出。

Hi=Ki×(Y′i／Zi) (Y′：輸出の生産誘発額) (Z：産出額) 

(3)(2)の変化分を5で割つて,1年間当たりの資本ストックの増分を算出。

△Hi/5=(Hi-Hi-5)／5 (Hi-5：5年前のHi) 

(4)(3)に年平均の輸出関連ストックの除却額を加えたものを輸出による投資増分とする。 

(5)60年の「固定資本マトリックス」により,(4)の投資の増分がどの産業への需要となるかを算出。 

(6)(4)を「国民経済計算」のデフレーターを用いて名目値に換算。 

(7)投資額を1の逆行列に乗じて,投資による生産誘発額を得る。 

3 1及び2の合計を産出額で除す。
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なお,2の方法は,輸出の政府サービスの生産等への波及を考慮していない等若干過少推計となつているこ
とに注意する必要がある。
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付 注
付注-2    「製造業の海外進出が国内雇用に与えた影響の推計」について(第1-
(3)-7図)

この推計は,次のようにして行った。

1 輸出誘発効果,輸出代替効果,逆輸入効果を求める。 

・輸出誘発効果＝1)中間財の輸出＝現地企業の仕入額×日本からの仕入率

2)資本財の輸出＝現地企業の設備投資額×設備投資対日輸入比率 

・輸出代替効果＝現地企業の販売高×(1-日本向け販売比率)×日本シェア率

日本シェア率＝世界市場におけるi産業の日本からの輸入額(日本の輸出額)/世界市場におけるi産業
の輸入総額(輸出総額) 

・逆輸入効果＝現地企業の販売高×日本向け販売比率 

2 輸出誘発効果,輸出代替効果,逆輸入効果による国内生産額の増・減分の算出を行う。

輸出誘発効果,輸出代替効果,逆輸入効果による輸出・入の増減の影響を産業連関表を用いて波及効
果を含め推計し,最終的な国内生産額の増・減分を求める。 

3 雇用量の変化分を求める。

国内生産額の増・減分による雇用量の変化分を産業連関表を用いて求める。 
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付 注
付注-3    「各産業の労働の質と生産性(平成4年)」について(第2-(1)-2図)

1 労働の質は「賃金構造基本統計調査」により以下のように算出した。

性(S)別に表された学歴(e),勤続年数(O)でクロス区分された産業計所定内給与額を各産業の労働者構成で
加重平均することから,産業ごとの単位賃金額を求め,これを労働の質の指標とした。

W＝Σ2s=1Σ4s-1Σ9o=1Aeos×Beos／Σ2s=1Σ4e=1Σ9o=1Beos

Acos：産業計の所定内給与額

Beos：各産業の労働者数

W：各産業の単位賃金額

なお,名目付加価値生産性は「国民経済計算」により,経済活動別の生産者価格表示の国内総生産(名目)を
就業者数で除したものである。
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付 注
付注-4    「各産業の労働の質変化と生産性の変化(昭和45年～平成2年)」につ
いて(第2-(1)-3図)

1 労働の質の変化は「賃金構造基本統計調査」により以下のように算出した。

労働の質を性(S),学歴(e),勤続年数(0)の3つによって区分し,質的向上も含めた労働投入量(ディビジア労働
投入量)を次式の成長率の形で表す。

L・＝Σ2s=1Σ4e=1Σ8o=1Veos―×B・eos

ただし,Veosは性(s)別に表された学歴(e),勤続年数(0)でクロス区分された労働者数と所定内給与額のうち
第eos番目の労働投入に対する賃金支払額の全体(男女計)の賃金支払額に占めるシェアであり,Beosは第
eos番目の労働者数である。

Veos＝Aeos×Beos／Σ2s=1Σ4e=1Σ8o=1Aeos×Beos

Acos：所定内給与額

これは,それぞれの属性を持つ労働者に支払われた賃金の相対的な大きさが各労働の質を表すとの仮定に
立っているのである。

また,Veos―は,隣接する2期間のVeosの平均であり,具体的には,

Veos―＝1/2｛Veos(t)＋Veos(t-1)｝となる。

2 昭和45年と平成2年の労働の質変化は,ディビジア労働投入量成長率から45年を100としたディビジア労
働投入量指数を求め,これを労働者数の変化について45年を100とした雇用者指数で除したものである。

3 実質付加価値生産性の変化は「国民経済計算」により,経済活動別の生産者価格表示の国内総生産(実質)
を就業者数で除したものの変化である。
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付 注
付注-5    「賃金構造基本統計調査」の特別集計について(第2-(3)-10及び11図)

1 集計の方法

賃金構造基本統計調査の個票を用い,職業別,経験年数別,勤続年数別,年齢別に所定内給与額及び労働者数
を集計した。本調査では男子101職業,女子40職業を調査しているが,ここでは男子労働者に限りかつ労働
者数が一定数以上である職業を分析することとし,昭和63年から平成4年までの30～34歳層の平均労働者
数が4,000人を超える29職業を用いることとした(なお,一定数以上の労働者数がある職業であつてもコー
ホートでみて企業に勤続する労働者数が増加するような職業については除いている)。

2 「賃金構造と職業を継続する転職の関係」について

(1)賃金の勤続年数効果及び職業経験年数効果の推計

昭和63年から平成4年のプールデータを用い,職業ごとに次式により推計を行い,βに100を乗じたものを賃
金の勤続年数効果,γに100を乗じたものを経験年数効果とした。ただし,29職業のうち,各係数のt値が2未
満又はARが0.5未満の11職業については除いた。

In w＝C＋α・a＋β・t＋γ・c＋δ・y＋ε

w：所定内給与額(実額)

C：定数

a：年齢

t：勤続年数

c：経験年数(0年は0,1～2年は1.5,3～4年は3,5,5～9年は7,10～14年は12,15年以上は17とした)

y：調査年(昭和63年を6,平成元年を7と1つずつ増やし,平成4年を10とした)

ε：残差

(2)転職入職者に占める同一職業からの入職者割合の計算

昭和63年から平成4年の平均値を用い,30～34歳層について次式により計算。

転職入職者に占める同一職業からの入職者割合(30～34歳層)＝職業経験年数5年以上かつ勤続年数5年未
満の者／勤続年数5年未満の者×100

3 「5年間の専門的人材の蓄積の要因分解」について

要因分解は次式による。

数式
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R：5年以上当該職種を経験している者の割合(＝職業経験5年以上の者÷当該職業の労働者×100)

I：企業内で5年以上当該職種を経験している者の割合(＝職業経験及び勤続5年以上の者÷当該職業の労働
者×100)

O：転職しているが5年以上当該職業を経験している者の割合

(＝職業経験5年以上かつ勤続5年未満の者÷当該職業の労働者×100)

添字(上)はt-1が昭和58年から62年の平均値,tが昭和63年から平成4年の平均値であることを示す。また,添
字(下)は年齢階級を示す。
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付 注
付注-6    「生活諸側面の欧米主要国との比較」について(第3-(1)-1図)

勤労者生活を「所得」,「消費」,「金融資産・年金」,「住宅」,「雇用安定」,「労働時間」の6つの側面に
分け,それぞれを構成する複数の指標について,日本,アメリカ,イギリス,ドイツ,フランスの5か国の中での
偏差値を算出し,さらに各側面について構成する指標の偏差値を平均した。

1 偏差値の算出方法は以下のとおりである。

Pi＝50＋10×(Xi-X-)／S

Pi：国iの偏差値

Xi：国iの指標の値

X：X指標の5か国平均

S：X指標の5か国の標準偏差

2 各側面を構成する指標は次のとおりである。

(1)所得 1人当たり国民所得(為替換算)

実労働時間当たり賃金(為替換算)

(労働省政策調査部労働経済課試算(付注-7参照)) 

(2)消費 電話普及率

テレビ普及率

乗用車普及率 

(3)金融資産・年金 個人金融資産残高の個人可処分所得に対する比率

老齢年金の平均賃金に対する比率 

(4)住宅 新設住宅一戸当たり平均床面積

一戸建住宅価格の平均年収に対する倍率 

(5)雇用安定 失業率

長期失業者(1年以上)の割合 

(6)労働時間 年間総実労働時間

年間休日数
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(いずれも労働省賃金時間部労働時間課推計) 

3 各指標の具体的数値は下表のとおりである。

・1人当たり国民所得

・実労働時間当たり実収賃金(付注-7参照)

・電話普及率,テレビ普及率,乗用車普及率

・金融妥産(個人金融資産残高／個人可処分所得)

・年金(老齢年金/平均賃金)
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・新設住宅一戸当たり平均床面積

・一戸建住宅価格の平均年収に対する倍率
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・失業率

・長期失業者(1年以上)の割合

・年間総実労働時間

・年間休日
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付 注
付注-7    「実労働時間当たり賃金」について(第3-(1)-2図)

実労働時間当たり賃金(製造業,生産労働者,男女計)の推計方法は,以下のとおりである。

1 各国についての推計方法は以下のとおりである。

(1)日本については,労働省「毎月勤労統計調査」の事業所規模5人以上の現金支給総額を実労働時間
で除した。ただし,1972年については,事業所規模30人以上の数値から5人以上規模の数値を推計
し,1992年については,1989年の常用労働者と生産労働者の時間当たり賃金の比率を用いて生産労働
者の数値を推計した。 

(2)アメリカについては,アメリカ労働省“EmployerCostforEmployeeCompensation”(事業所規模
は全規模)の実労働時間当たり労働費用のうち,前出「毎月勤労統計調査」における現金給与総額に
当たる項目を合計した。 

(3)イギリス,ドイツ,フランスについてはEC“LabourCosts1978,'81,'84,'88”(事業所規模10人以上)を
用いて生産労働者実労働時間当たり賃金を求め,ILO”YearbookofLabourStatistics″による(フラン
スについては国立統計経済研究所(INSEE)による)各国の賃金の伸びで延長した。 

2 比較に当たって用いた換算レートは下表のとおりである。

図表
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付 注
付注-8    「年間残業時間の要因分解(製造業)」について(第3-(2)-11図)

1 試算の考え方は以下のとおりである。

所定外労働時間を,1)景気変動に対応した業務の繁閑に応じて増減する部分(景気変動要因),2)必要な労働
投入に対して所定外労働時間の増加で対応するか雇用の増加で対応するかという雇用態度に依存する部
分(雇用態度要因)及び3)タイムトレンドの3つの要因により推計し,景気変動要因及び雇用態度要因で説明
できない部分を恒常的残業要因と考えた。

2 推計式は次のとおりである。

数式

3 恒常的残業要因は次の式により算出した。

数式

なお,要因分解に当たって,景気変動要因については計測期間中最も稼働率の低い昭和50年における値をO
と置き,雇用態度要因については現実の雇用のトレンドからの乗離率が最も大きい50年における値を0と
置いた。
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付 注
付注-9    「就業構造基本調査」による就労時間について(第3-(2)-12図)

就業構造基本調査はいわゆる世帯調査(抽出された世帯を介し15歳以上の世帯員に関して調査を行つてい
る)であり,就業時間については,有業者に対しふだんの週間就業時間を7区分(15時間未満,15～21時間,22～
34時間,35～42時間,43～48時間,49～59時間,60時間以上,平成4年調査については,さらに43～48時間の区
分を43～45時間,46～48時間の2つに区分し,計8区分)の中から選択させることにより把握している。

週間就業時間は「就業規則などで定められている時間ではなく,ふだんの1週間の実労働時間による」と定
義されているが,当該有業者が副業を持つ場合主な仕事の就業時間について記入されること,調査対象者自
身が時間区分を選択すること等の特徴があり,事業所ベースの調査で把握される実労働時間とは異なつて
いる。また,本分析は,年間200日以上就労しかつ週間就労時間が60時間以上であると回答した雇用者につ
いて行っていることにも注意を要する。
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